別表２

	補助の対象等

	処遇改善の対象者
	対象経費
	補助額

	対象医療機関で勤務する対象看護補助者
	令和６年２月から５月までの間（以下「賃金改善実施期間」という。）、対象医療機関が対象看護補助者の賃金改善を行うために必要な経費

	補助額は、以下の１又は２の額のうち、いずれか低い方の額とする。ただし、算出された額に1,000円未満の端数が生じた場合には、これを切捨てるものとする。
１　別表１に掲げる診療報酬を算定する病棟毎に、次の（１）と（２）を比較していずれか低い方の人数×４×6,990円（※6,000円に法定福利費に係る事業主負担率に相当する率を乗じて得た額を加えて得た額）として算定した額を合計した額。

（１）　賃金改善実施期間の各月における対象看護補助者の常勤換算数※の平均値

（２）　賃金改善実施期間において、別表１に掲げる診療報酬を算定するための標準的な看護補助者の配置数

※常勤の看護補助者の常勤換算数は１とする。常勤でない看護補助者の常勤換算数は以下の算式１によって算定された数とする。
＜算式１＞

「当該常勤でない看護補助者が職務に従事する１週間の勤務時間（残業は除く。）」÷「当該施設で定めている常勤職員の１週間の勤務時間」
２　賃金改善実施期間において、実際に対象看護補助者の賃金改善及び当該賃金改善に伴い増加する法定福利費等の事業主負担分に充てられた経費

※法定福利費等の事業主負担分については、以下の算式２により算定した金額を標準とする。

＜算式２＞

「前事業年度（令和６年４月が属する事業年度の前の事業年度をいう。）における法定福利費等の事業主負担分の総額」÷「前事業年度における賃金の総額」×「賃金改善額」



